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新型コロナウイルス感染症の患者に対する費用の請求事務について 

 

新型コロナウイルス感染症の患者が感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。以下「法」という。）第 37 条第１項各号に

掲げる医療を受けた場合については、 

・ これを感染症指定医療機関において受けたときは、法第 37 条第１項の規定に

より都道府県（保健所を設置する市及び特別区を含む。以下同じ。）がこれに要す

る費用を負担し、このため、法第 40 条第１項の規定により感染症指定医療機関

は当該費用を都道府県に請求するものとされており、 

・ その場合の運用上の取扱いについて、公費負担番号・受給者番号の連絡、費用

の請求等については、「感染症の予防及び感染症の患者に対する費用の請求事務

について」（平成 11 年３月 19 日付け健医発第 456 号厚生省保健医療局長通知）

と同様に取り扱うこと 

としているところです。 

今般、新型インフルエンザ等対策特別措置法等の一部を改正する法律（令和３年法

律第５号）が令和３年２月３日に公布され、これに伴い、法の一部が改正され、同月

13 日から、新型コロナウイルス感染症の法的位置づけについて「指定感染症」から

「新型インフルエンザ等感染症」に変更されることとなりましたが、新型コロナウイ

ルス感染症の患者が法第 37 条第１項各号に掲げる医療を受けた場合の費用の請求事

務において、実施機関（保健所）ごとに設定する受給者番号のうち、疾病番号につい

ては、当面の間は、従前のとおり新型コロナウイルス感染症については「７」で記載

していただきますようお願いいたします。また、法第 42 条の規定に基づく療養費の

支給についても同様の取扱いとし、「感染症法第 42 条の規定に基づく入院患者の療養

費の支給について（※１）」（令和２年５月 26 日付け健感発 0526 第１号厚生労働省健

康局結核感染症課長通知）に基づき、引き続き適切な運用をお願いいたします。 

 

（参考）「感染症の予防及び感染症の患者に対する費用の請求事務について」（平成 11

年３月 19 日付け健医発第 456 号厚生省保健医療局長通知）における診療報酬の請



求、公費負担者番号等の設定等の取扱いは次のとおり。 

  ・ 診療報酬の請求については、診療報酬請求書及び診療報酬明細書を作成し、

審査支払機関に提出することによって行うこと。 

  ・ 公費負担者番号については、全て国で統一的に設定するものであり、法別番

号（注：新型コロナウイルス感染症については「28」）、都道府県番号、実施機

関（保健所）番号、検証番号の順に記載すること。 

  ・ 受給者番号については、実施機関（保健所）ごとに設定するものであり、法

に基づく入院が必要とされる感染症については、疾病番号（注：新型コロナウ

イルス感染症については「７」）、暦年、受給者番号、検証番号の順に記載する

こと。 

   ※ 公費負担者番号及び受給者番号については、実施機関（保健所）が医療機

関に連絡することとされている（「感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律による医療の公費負担の取扱いについて」（平成 11 年３月

19 日付け健医発第 455 号厚生省保健医療局長通知）参照）。 

 

（※１） 

「感染症法第 42 条の規定に基づく入院患者の療養費の支給について」（令和２

年５月 26 日付け健感発 0526 第１号厚生労働省健康局結核感染症課長通知） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000634368.pdf 
 


